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事業所数の減少率 
（国の減少率と比較

指標 

高度化設備設置補
を活用した件数 （

従業員規模４～２
の事業所（製造業
ける従業員１人当
付加価値額 

指標 
企業立地・企業定着
再投資補助制度を
中小企業の件数（累
従業員規模４～２
事業所（製造業）に
造品出荷額 

指標 

起業家セミナー参加

市内における創業者

指標 
魅力ある商店街等
補助制度を活用し
による販売促進等
（累計） 
魅力ある商店街等
補助制度（販売促進
活用により集客数
ていると感じてい
の割合 

指標 

市主催就職支援事
の参加者数 

１５歳以上人口に
る就業者数 

策指標＞ 

策指標＞ 

策指標＞ 

策指標＞ 

施策指標＞ 

基本施策

る商業の振興

積や新たな事業

た経営環境の整

強化・生産性向

小企業振興

と事業 *…

確保・育成支援

現状

相談 ３９
（H２９

下の

較） 

８％（H21
（国の減

10％

現

助制度
（累計） 

４
（H

９９人
）にお
たりの

１，２
（H

現
着促進拡大
を活用した
累計） 

（

９９人の
における製

561,
（

現

加者数 
２１
（

者数 
１０
（

現
等支援事業

た商店街
等の事業数

６
（H

等支援事業
進事業）の
数が増加し
いる商店街

５２
（H

現状

事業へ ２００人
（H２

におけ ２４２，０
（H２

策 

興 

業展開の促進

整備 

向上の促進 

興に向けた

主に中小企業

援 

値 目

件 
９） 

３
（H

→H28） 
減少率
） 

H28→H33
国の減少

現状値 

２社 
２９） 

２

７２万円 
２９） 

１，

現状値 

１社 
H２９） 

782 百万円 
H２９） 

613

現状値 

１８人/年 
H２９） 

２

０２人/年 
H２９） 

１

現状値 

５事業 
H２９） 

４

２．６％ 
H２８） 

７
（

状値 目

人/年 
９） 

２４
（

００２人 
７） 

２４３
（H３

進 

た施策展開

業を対象とす

目標値 

０９件 
H３４） 

3 の減少率が 
少率を下回る 

目標値 

２２７社 
（H３４） 

３５１万円 
（H３４） 

目標値 

１６社 
（H３４） 

3,551 百万円 
（H３４） 

目標値 

５０人/年 
（H３４） 

４７人/年 
（H３４） 

目標値 

０５事業 
（H３４） 

９．０％ 
（H３４） 

目標値 

４０人/年 
H３４） 

，０５５人 
３４） 

⑵ 地域特性

集客や情

⑴ 魅力ある

中心商業

⑶ 地域資源

⑵ 新規開業

  新事業創

⑴ 産業集積

⑶ 事業承継

   技術承継の

⑵ 支援機関

⑴ 経営資金調

⑷ 先進的企業

⑶ 販路拡大の

⑵ ＩＣＴ利活

⑴ 高度技術活

開発の促進

⑶ マーケテ

強化 

開 

する施策  ☆

⑷ 人材育成

⑶ 若者の市

促進によ

⑵ 多様な人

⑴ 働きやす

労働環境

に応じた  

報発信の促進

       

地の創出 

の活用促進  

や      

出の促進 

の促進 

・      

の促進  

による経営支援

    

調達の支援

業経営の促進 

の促進    

活用の促進  

施策 

活用・    

進 

ィング力の

☆…*のうち特

成の支援   

市内就職の  

よる雇用支援 

人材の就職支援

すい 

境づくりの推進

 *☆ 

進 

*☆ 

  * 

 * 

  * 

援 

*☆ 

  * 

 * 

*☆ 

 * 

 *☆ ・

・商

・地

・観

・中

・中

・地

・農

・ま

・起

・新

・企

・新

・オ

・事

・技

・支

・経

・企

・環

・健

・設

・知

・技

・中

・国

特に小規模企

  * 

  * 

援  * 

進 

・中

・企

・市

・就

・高

・障

・雇

・労

・女

・外

・従

ＩＣＴを活用

商店街の販売促

地域特性を活か

観光客や外国人

中心商業地の出

中心商業地の賑

地場産品や観光

農商工連携の推

まちづくりに合

起業家の創出

新事業創出の促

企業立地・定着

新産業団地の開

オフィス立地，

事業承継の促進

技術・技能承継

支援機関による

経営資金調達の

企業間や企業と

環境マネジメン

健康経営の促進

設備高度化の促

知的所有権の取

技術開発の支援

中小企業のＩＣ

国内外への販路

企業の支援を強

中小企業の人

企業認識・理

市内企業への

就職支援・マ

高齢者の就労

障がい者雇用

雇用・労働条

労働環境向上

女性活躍の推

外国人雇用の

従業員の健康

したマーケテ

促進に向けたマ

かした商店街の

人受入体制の整

出店促進 

賑わい創出 

光資源の活用促

推進（戦略②）

合わせた新たな

・育成支援（戦

促進（戦略②）

着の促進 

開発（戦略②

，本社機能移転

進（戦略①）

継の促進 

る経営相談，経

の円滑化支援

と地域社会との

ントシステムの

進 

基本

促進 

取得促進 

援 

ＣＴ利活用促進

路開拓支援 

強化する施策

人材育成支援

理解の促進（戦

の就職促進（戦

マッチングの推

労促進 

用に向けた理解

条件等の理解促

上の推進（戦略

推進（戦略④）

の理解促進 

康づくりの推進

ィングの促進

マーケティン

の活性化 

整備 

促進 

） 

なビジネス展開

戦略①） 

） 

） 

転の促進（戦

経営支援 

の連携促進（戦

の促進 

本事業

進（戦略③）

策 

（戦略①，③

戦略④） 

戦略④） 

推進（戦略④

解促進 

促進 

略④） 

 

進 

 

（戦略③） 

グへの支援

開の促進（戦略

略④） 

戦略②） 

） 

） 

略②）

お

業

第

 

２ 戦略事業

本プランの

おける連動性

業を選定し，

第 7 章 プ

・ 各主体（市

を果たしなが

・ 「（仮称）

を検証し，そ

に，プラン進

・ 全ての中小

策・事業を着

③ 企業の競

つながる

ＩＣＴ利活用セ

現状値

２９人
（Ｈ３０．１

＜活動指標＞

① 次世代発

事業承継の

 

事業承継に関す

現状値

３９件（Ｈ２９

 

＜活動指標＞

② 地域経済

企業間・産

 

地域中核企業の

現状値

０社（Ｈ３０

＜活動指標＞

④ 企業の活

女性や若者

就労の促進

 

 

 

高校生を対象と
業の参加者数

現状値

０人
（H３０）

 
就職マッチング
参加者数（累計

現状値

２７人（H２
 
 

＜活動指標＞

 

業 

の施策を効果的

性が高い」「理念

それらの事業

プランの推

市，中小企業

がら，地域全

うつのみや中

その結果を，

進行上の課題

小企業が，経営

着実に推進で

競争力アップ

ＩＣＴの利活

戦略事業

セミナーの参加者

０月）
２
（

発展につなが

の促進 

する相談件数（累

目

９） ３０９件

済好循環につ

産業分野間の

の認定件数 

目

０） １５社

活力向上につ

者などの雇用創

進 

とした将来の市内
（累計） 

目

 
１２，

（H

グ事業（女性再就
計） 

目

９） １７７人

的・効率的に進

念の達成に向

業で構成される

推進体制 

，中小企業支

全体で連携・協

中小企業応援プ

中小企業や中

題等について庁

営力強化や生

きるよう，き

に 

活用促進 

者数（累計） 

目標値 

２００人 
Ｈ３４） 

る 

計） 

標値 

件（Ｈ３４） 

ながる 

の連携強化 

目標値 

（Ｈ３４） 

ながる 

創出・ 

内就職促進事

標値 

０００人
３４） 

就職）の 

標値 

人（H３４） 

進めるため，

向けて誘導性が

るものを「戦

支援団体，金融

協力して取り組

プラン推進委

中小企業支援団

庁外組織委員か

生産性向上等に

きめ細かな手法

後継者不在

幹にかかわる

にもかかわら

い」企業も多

を中心に早期

とともに，第

滑な事業承継

担う経営者に

的発展を図る

地域経済の

積極的な取引

業分野を超え

連携や経済の

ってくること

核を担う中小

引を活発化す

る新たな商品

東口地区整備

わせた新たな

地域経済を支

団地の開発を

好循環を図る

中小企業に

産性向上を図

ＩＣＴ導入の

資金・人材の

企業も多いこ

ィング等にお

図るとともに

業のＩＣＴ導

企業の競争力

本市におい

特に若年女性

小企業に対す

苦慮している

めとした女性

企業の立地促

職支援や，高

企業の魅力発

女性や若者な

向上を図る。

「上位計画の

が高い」といっ

戦略事業」とし

融機関，大企

組んでいく。

委員会」（全庁横

団体，金融機

から意見を聴

による成長・発

法を用いて意識

事業概要

在などによる廃

る重要な問題で

らず，未だ「後

多く存在するこ

期・計画的な事

第三者事業承継

継を支援するこ

に事業をつなぎ

る。 

の活性化のため

引・交流の推進

えた新たな事業

の循環を強固に

とから，大企業

小企業を支援し

するとともに，

品・サービスの

備，ＬＲＴ整備

なビジネス展開

支える企業を誘

を推進すること

る。 

においてＩＣＴ

図るために不可

の必要性の理解

の不足などから

ことから，業務

おけるＩＣＴの

に，ＩＣＴ人材

導入の取組を支

力アップを図る

いては，若年層

性の転出が多い

する若者の認知

る現状などから

性の雇用の受け

促進を図るとと

高校生・大学生

発信などに取

などの就労を促

。 

の中核として位

った観点から

して４つ設定

業，教育機関

 

横断的な組織

関等で構成さ

聴取し，次年度

発展に対する

識啓発を図っ

要 

廃業は，本市経

であり，経営者

後継者が決まっ

ことから，小規

事業承継の準備

継を促進するな

ことにより，次

ぎ，企業の成長

めには，市内企

進や市内企業同

業展開など，地

にすることが重

業だけでなく地

し，市内企業同

農商工連携な

の開発やＪＲ宇

備等のまちづく

開等を促進する

誘致するための

とにより，地域

Ｔは，経営力強

可欠とされてい

解が十分でない

ら利活用できて

務の効率化やマ

の有効性の理解

材の育成や，小

支援することに

。 

層の東京圏への

いことや，地元

知度が低く，求

ら，若年女性

け皿となるオ

ともに，女性の

生を対象とし

り組むことに

促進し，企業の

位置づけられて

，優先的・重

した。 

関等，市民）が

織）を開催し，

される庁外組織

度の取組に反映

る意識を高めて

っていく。 

・第

進

・事

実

・企

継

（

 

・地

援

・地

新

・新

進

・オ
用
の

・
ミ

・小
利
充

・高
将
進

・大
女
（

・就
（女
実

済の根

が高齢

ていな

模企業

を促す

ど，円

世代を

や持続

業間の

士の産

域内の

要とな

域の中

士の取

どによ

都宮駅

りに合

ほか，

新産業

経済の

化・生

るが，

ことや

いない

ーケテ

促進を

規模企

より，

の転出，

元の中

求人に

をはじ

フィス

の再就

た市内

より，

の活力

ている」「プラ

重点的に取り組

が，それぞれ

前年度の進

織に報告する

映させる。

ていくため，

主な取組

第三者事業承継

進（新規） 

事業承継セミナ

実施（拡充）

企業における事

継ニーズの掘り

（拡充） 

地域中核企業創

援（新規） 

地域資源を活用

新事業の創出（

新産業団地の開

進（新規） 

オープンデータ
用による地域情
の推進（新規）
ＩＣＴ利活用促
ミナー実施（拡
小規模企業の
利活用への助成
充） 

高校生を対象と
将来の市内就職
進（新規） 
大学生を対象と
女性活躍推進の
（新規） 
就職マッチング
女性再就職等）
実施（拡充）

 
 

ランに

組む事

の役割

捗状況

ととも

各種施

継の促

ナーの

事業承

り起し

創出支

用した

（拡充）

開発推

タ利活
情報化
 

促進セ
拡充） 
ＩＣＴ
成（拡

とした
職の促

とした
の啓発

グ事業
）の 


